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（令和５年度  人権に関する市民意識調査結果）

● 背景・目的

 本市では、さまざまな人権問題に対応するため、平成21年（2009年）3月に10年間を計

画期間とする第１次熊本市人権教育・啓発基本計画を、令和２年（2020年）３月に令和９年度

（2027年度）までの８年間を計画期間とする第２次熊本市人権教育・啓発基本計画を策定し、

人権尊重社会の実現に向けた人権教育啓発の取組を進めてきたところです。

 第２次熊本市人権教育・啓発基本計画においては、社会情勢の急激な変化等により特に必

要と認めた場合は、その都度見直しを行うこととしており、計画の策定から４年が経過し、こ

の間、新型コロナウイルス感染症に関する偏見や差別など新たな人権課題が浮彫りになるな

ど社会情勢が変化していること、人権に関する法整備がなされていること、本市の総合計画

との整合性などから、令和５年度（2023年度）に中間見直しを行い、改訂版を策定しました。

計画期間：令和２年度（2020年度）～令和９年度（2027年度） ８年間

第１章 基本計画の策定にあたって
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人権を取り巻く環境の変化が

市民の意識にも影響を与え

ており、全体的な数値の上昇

は困難な状況にある。

一方で、社会の成熟化に伴

い、これまで人権問題として

捉えられてこなかったことが

捉えられるようになったりと、

個人の人権意識は高まって

いると考えられる。

第２章 計画の検証と人権を取り巻く状況

● 検証と課題

第３章 計画の基本的考え方

※国連の「世界人権宣言」及び日本国憲法の精神にのっとり設定した第１次熊本市人権教育・啓発計画の基本理念を継承
しています。

一人ひとりの人権が尊重される豊かで暮らしやすい社会を実現するため、次の５つの方針を

基に、人権教育・啓発を推進します。

① 市民参画と協働による人権教育・啓発の推進

② 人権尊重を基調とした施策の推進

③ 人権感覚豊かな市職員の育成

④ 関係機関等との連携強化

⑤ ヘイトスピーチへの迅速な対応と条例等の制定による差別の解消に向けた取組

市民一人ひとりが、人権意識の高揚に努めるとともに、それぞれの役割等を明確にし、市や行政機関
等と連携し、創意工夫して市民参画と協働による人権教育・啓発に取り組みます。

市の施策や事業は、生活、福祉、教育、文化、経済等、広範多岐な分野にわたっており、人権尊重の
理念が行政施策の基本であることを再認識し、この理念を基調とした施策や事業を推進していきます。

職員一人ひとりが人権尊重の理念を正しく理解し、「人権問題の解決に向け自分の担当職務をとおし
てどのようなことができるか」という視点から、自ら考え、自ら見直し、自ら行動する力を育んでい
くための研修をとおして人権感覚を磨き、育てていきます。

近隣自治体への情報提供の実施等、関係行政機関や民間団体・地域団体等との連携を強化し、情報の
共有化、相談体制のネットワーク化、啓発事業の充実に努めます。

ヘイトスピーチには国や県等の関係機関と連携して、事象の確認や研修会の開催等、迅速な対応を実
施します。また、人権尊重が当たり前の地域社会の実現に向け、条例等の制定による差別の解消に取
り組みます。

すべての人々が幸福な生活を営むために、人間としての尊厳に基づき、自分はもとより、

他人の人権をも大切にし、お互いを認め合い、尊重し合うこと

● 基本理念

● 基本方針

● 検証指標

※計画の中間年にあたる令和５年度（2023年度）に見直しを実施

(％)

(％)

（1）
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第４章 分野別人権問題への取組

私たちの身の回りには、未だ数多くの人権問題が存在し、社会の情勢の変化とともに新たな人権問題も発生しています。各分野別

の人権問題については、それぞれの社会的背景や、これまでの取組の成果や課題を踏まえながら、基本方針に応じた取組を推進しま

す。
項 目 基本方針 施 策

中間見直しでの
主な変更点

１
女性（又は男性）に関する
問題

あらゆる暴力を許さない社
会の実現

①暴力（DV・セクハラ等）を許さない基盤づくり
②DV相談体制の強化と被害者の自立支援

２
こどもに関する人権問題

関係機関等と連携による こ
どもの人権尊重

①児童相談所の体制及び専門性の強化と里親家庭への支援充実
②社会的な支援の必要性が高いこどもや家庭への理解と支援
③家庭・地域等と連携した人権教育の推進
④学習内容・方法等の改善・充実

こどもの権利サ
ポートセンターの
設置による支援
強化を追記

３
高齢者に関する人権問題

「一人ひとりの人権が尊重さ
れ、お互いに支え合いながら
住み慣れた地域で、健康でい
きいきと、その人らしく安心
して暮らせる社会」の実現

①認知症高齢者の理解を深めるための普及・啓発
②認知症高齢者の早期発見・早期対応と家族の支援
③高齢者虐待の防止と対応
④成年後見人制度等による高齢者の権利擁護

若年性認知症へ
の支援を追記

４
障がいのある人に関する
人権問題

障がいへの理解促進と権利
擁護の推進

①障がいのある人に対する理解の促進
②障がいのある人への虐待防止
③手話言語条例制定に基づく施策の推進
④障がいのある人の働きやすい職場環境の整備

手話言語条例制
定に基づく施策
の推進に変更

５
部落差別（同和問題）

市民一人ひとりが部落差別
（同和問題）への正しい理解
と認識を深める

①研修や啓発活動の実施による正しい知識の深化と理解
②関係機関・関係団体等との連携による啓発活動

6
外国人に関する人権問題

多文化共生社会の推進及び
グローバルな人材の育成と
集積・活用

①市民を対象に異文化理解の促進や多文化共生に対する意識の醸成
②外国人に対する支援の充実
③地域を担うグローバルな人材の育成と次世代への継承

地域での学びの
機会の創出を追
記

7
性的マイノリティに関する
人権問題

市民一人ひとりが活躍でき
る社会環境の整備

①性的マイノリティへの支援・社会参画の促進
②性的マイノリティへの理解促進

施策に「②性的マ
イノリティへの理
解促進」を追記

8
水俣病に関する人権問題

水俣病に対する正しい理解
のための啓発推進

①市民・企業・団体への啓発の推進
②学校における取組の推進

９
ハンセン病回復者とその
家族に関する人権問題

ハンセン病についての正しい
認識とハンセン病回復者等
に対する理解の深化

①市民に対する啓発の推進
②小・中学校における学習の推進
③教職員に対する研修・啓発の推進

10
エイズ患者やHIV（エイ
ズウィルス）感染者に関
する人権問題

市民一人ひとりがＨＩＶ感
染の予防を考え、感染者と

の共存について理解する

①啓発活動の推進

②相談・検査業務の充実

11
刑を終えた出所者等に関
する人権問題

刑を終えた出所者等に対す
る市民への人権啓発

①社会を明るくする運動等を通した市民への啓発
②再犯防止に向けた関係機関・団体との連携

12
犯罪被害者に関する人権
問題

犯罪被害者等に関する人権

啓発

①市民及び事業者への啓発活動
②犯罪被害者等支援に向けた関係機関・団体との連携

熊本市犯罪被害
者等支援条例に
基づく施策を追
記

13
インターネットによる人
権問題

個人情報の管理とインター
ネット利用上の情報モラル
に関する学習機会の提供

①情報セキュリティポリシー見直しや職員研修の強化及びセキュリ
ティ対策ソフトの導入等
②学校教育における取組
③市民を対象とした啓発活動への取組
④差別事象への対応

施策に「④差別事
象への対応」を追
記

14
災害に関する人権問題

災害における経験の継承と、
定期的な訓練等による要配
慮者への対応の確認

①災害の記録、記憶及び教訓の継承
②災害時の要配慮者への配慮の優先
③福祉避難所の体制整備
④要配慮者等に配慮した避難所づくり

災害の記憶、記録
及び教訓の次世
代への継承に変
更

15
アイヌの人々に関する人
権問題

アイヌの人々の尊厳を認め、
その伝統・文化を正しく理
解して尊重する

①伝統文化の理解
②講演会時のパンフレット配布等の啓発活動
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項 目 基本方針 施 策 中間見直しでの
主な変更点

16
難病患者に関する人権問
題

難病患者・家族への相談・支援
の充実

①指定難病医療費助成の実施
②難病相談支援センターの設置
③難病対策地域協議会による情報共有と関係者への啓発推
進
④医療費相談・訪問相談事業等の実施

17
北朝鮮当局による拉致被
害者等に関する人権問題

「北朝鮮人権侵害問題啓発週
間」を中心とした市民への啓発
推進

①啓発ポスターの掲示や関連イベント等の周知
②学校教育における取組

18
ホームレスの人々に関す
る人権問題

ホームレスの人たちへの自立支
援と偏見・差別意識の解消

①自立支援への取組
②偏見・差別意識の解消

19
自死遺族に関する人権問
題

自死遺族等への相談支援と理解
促進

①自死遺族等への相談支援
②自死遺族グループミーティングの開催
③自死遺族への理解促進

20
様々な人権問題

様々な人権問題に対し、正しく
理解し、差別や偏見の解消に努
める

①教育・啓発の推進と問題への対処

正しい情報に
基づく人権に
配慮した行動
の啓発を追記

第５章 基本計画の推進

● 人権教育・啓発の主体とその取組

 家庭、地域、学校、職場、市等が人権教育・啓発活動を推進する上での役割や具体的な取組を示します。

● 推進体制

２

（1）
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人権に関する市民アンケート結果（人権政策課） 

   令和 7 年(2025 年)4 月  

調査の目的 市民の人権に関する意識、本市にどのような取組を求めているかなどを把握し、条例の方向性や内容を定めるための基礎資料とする。 

調査期間  令和７年（2025 年）2 月 18 日～令和７年（2025 年）3 月 18 日  

調査対象  熊本市内に居住している、又は通勤、通学している方  

調査方法  WEB 又は紙文書によるアンケ―ト方式  

回答受付数 1,266 件（1,199 件（ＷＥＢ）＋67（紙文書）） 

■問1 あなたの性別をお答えください。

■問２ あなたの年齢をお答えください。（回答時点）



■問３ あなたは、今までに自分や身近な方（家族や知人）の人権が侵害されたと思ったことはありますか。

(1) 「今までに、自分や身近な人（家族や知人）の人権が侵害された」ことが「ある」は５１．８％、「ない」が４８．０％である。 

(2) Ｒ５年の本市意識調査では「３，４年の間に自分の人権が侵害された」ことが「ある」は２０．４％、「ない」が７９．１％であった。 

【参考 指定都市等の状況】

4

人権に関する市民アンケート                                     （２）



【参考 指定都市等の状況】

注）各都市における設問の選択肢は、同じではありません。

■問４ 問3で「ある」と回答された方は、今までにどのようなことについて人権が侵害されたと思いましたか。
（複数回答）

(1) 「あらぬ噂、悪口、かげ口」が最も多く５割を超えている。次いで「職場での嫌がらせ」、「名誉き損」、「学校でのいじめ」、「性別・社会的身分などによ

る差別待遇」の順で多い。 

(2) 全国（内閣府）の調査においても上位はほぼ変わらない状況である。 

5

人権に関する市民アンケート                                     （２）



■問５ あなたは、将来、自分又は身近な方（家族や知人）の人権が侵害されるのではないかと不安に思ってい
ることはありますか。

・ 将来、自分や身近な方（家族や知人）の人権を侵害されるのではないかと不安に思っていることが「ある」は４８．０％、「ない」は５１．２％であった。 

・ 問 3 で人権侵害された経験が「ある」と回答した方が、将来、人権侵害の不安が「ある」と回答した割合は、７１．２％、「ない」は２８．０％であった。 

・ 問 3 で人権侵害された経験が「ない」と回答した方が、将来、人権侵害の不安が「ある」と回答した割合は、２３．２％、「ない」は７６．２％であった。 

6
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■問６ 問5で「ある」と回答された方は、将来、どのようなことについて不安に思っていますか。（複数回
答）
・ 将来、どのようなことについて人権が侵害されるのではないかと不安に思うのかは「あらぬ噂、悪口、かげ口」が５１．４％で５割を超えている。次い

で「名誉き損」、「職場での嫌がらせ」、「性別・社会的身分などによる差別待遇」、「プライバシーの侵害」が高かった。 

人権に関する市民アンケート                                     （２）



【参考 指定都市等の状況】

■問７ あなたは、差別されたり人権を侵害されたりして、人権に関して不安に感じ、どこか（誰か）に相談す
る場合、どこに（誰に）相談しますか。（複数回答）

(1) 人権に関しての相談は、「身近な人」６４．５％が最も多く、次いで法務局等の「国の機関」２２．６％、「県や市」２２．０％、「弁護士」２０．４％

となっている。 

(2) Ｒ５年の本市意識調査では、「身近な人」が８７．３％、「県や市」２６．２％、「国の機関」１９．８％、「警察」１７．３％などであった。また、

「相談しない」が１４．５％となっている。 

注）各都市における設問の選択肢は、同じではありません。

8
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■問８ 様々な人権問題がある中で、あなたが、特に関心のある人権問題は何ですか。（複数回答）

・ 関心のある人権問題は、「障がいのある人」５１．４％、「女性」４８．１％、「こども」４５．８％、「インターネット」４０．９％、「高齢者」３８．

４％が上位を占めている。 

【参考 全国の状況（内閣府の調査）】

人権に関する市民アンケート                                     （２）

【熊本市 今回調査】のグラフに記載の率は、
無回答を除いた数値のためP12、13の率と一致
するものではありません。（ｎ＝1,213）
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■問８ 様々な人権問題がある中で、あなたが、特に関心のある人権問題は何ですか。（複数回答）
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■問９ あなたは、熊本市の人権に関する取組について、どのようにお考えですか。

・「今よりも充実させるべき」が５４．４％で５割を超えた。次いで「今の取組で十分」が１２．６％、「取組内容を知らない、関心がない」が３３．０％であ

った。 

■問１０ 問9で「今よりも充実させるべき」と回答された方は、差別をなくすために、どのような取組が必要だと思い
ますか。（複数回答）

(1)  「学校における人権教育・啓発を充実させる」が５７．３％と最も高く、５割を超えている。 

(2)  行政、企業、地域における人権教育・啓発を充実させるも 4 割を超えている。 

(3)  条例の制定を望む回答も約 3 割を占めている。 

57.3%

47.0%

44.6%

42.0%

40.5%

35.3%

33.3%

26.2%

24.0%

3.5%

学校での人権教育・啓発の充実

行政による人権教育・啓発の充実

教職員、公務員等の人権意識の向上

企業等での人権教育・啓発の充実

地域での人権教育・啓発の充実

人権侵害に対する救済・支援の充実

差別の加害者への教育・啓発等の条例化

差別の加害者への罰則等の条例化

人権意識の高揚を図る理念を条例化

その他（上記以外）

熊本市 今回調査 差別をなくすために必要な取組

3.5%

53.6%

24.9%

22.9%

21.6%

20.2%

32.5%

40.0%

2.8%

学校における人権教育・啓発の取組を充実させる

行政による人権教育・啓発の取組を充実させる

教職員、公務員等の人権意識を向上させる

企業等における人権教育・啓発の取組を充実させる

地域における人権教育・啓発の取組を充実させる

人権侵害に対する救済・支援を充実させる

人権意識高揚を図る条例等を定める

その他（上記以外）

R5 熊本市調査
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➢ 全体では「障がいのある人に関する人権問題」の割合が最も高い。
➢ 男性では「障がいのある人に関する人権問題」の割合が最も高い。
➢ 女性では「女性（男性）に関する人権問題」の割合が最も高い
➢ 性別を回答しなかった方では「障がいに関する人権問題」の割合が最も高い。

性別ごとに関心がある人権問題について

回
答
者

（
人

）

女
性

（
男
性

）

こ
ど
も
に

高
齢
者

障
が
い
の
あ
る
人

部
落
差
別

（
同
和
問
題

）

外
国
人

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

水
俣
病

ハ
ン
セ
ン
病
回
復
者
と
そ

の
家
族
に
関
す
る

 
な
い

そ
の
他

全体 1266 46.1% 43.9% 36.8% 49.3% 17.4% 18.1% 24.2% 39.2% 16.0% 14.3% 4.2% 4.4%

男性 452 30.5% 38.9% 35.8% 51.3% 20.4% 20.6% 23.0% 41.4% 14.4% 12.2% 5.3% 3.8%

女性 782 54.9% 46.5% 37.3% 47.6% 15.7% 16.5% 25.1% 37.6% 17.3% 15.9% 3.6% 4.3%

回答しない 32 53.1% 50.0% 37.5% 62.5% 15.6% 21.9% 21.9% 46.9% 9.4% 6.3% 3.1% 15.6%

性別×関心のある人権問題（複数回答）
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この表に記載の率は無回答を含んだ数値のため、P9、10の率と一致するものではありません。（ｎ＝1,266）



➢ 全体では「障がいのある人に関する人権問題」の割合が最も高い。
➢ 40歳代以下の年代で「女性（男性）に関する人権問題」、「こどもに関する人権問題」の割合が高い。
➢ 50歳代以上で「障がいのある人に関する人権問題」の割合が高い。

回
答
者

（
人

）

女
性

（
男
性

）

こ
ど
も

高
齢
者

障
が
い
の
あ
る
人

部
落
差
別

（
同
和
問
題

）

外
国
人

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

水
俣
病

ハ
ン
セ
ン
病
回
復
者
と
そ

の
家
族

 
な
い

そ
の
他

全体 1266 46.1% 43.9% 36.8% 49.3% 17.4% 18.1% 24.2% 39.2% 16.0% 14.3% 4.2% 4.4%

18歳未満 8 50.0% 50.0% 12.5% 37.5% 37.5% 25.0% 37.5% 37.5% 50.0% 37.5% 12.5% 0.0%

18歳～29歳 62 53.2% 40.3% 9.7% 37.1% 8.1% 19.4% 25.8% 32.3% 4.8% 3.2% 4.8% 3.2%

30歳～39歳 110 61.8% 63.6% 19.1% 46.4% 16.4% 19.1% 30.9% 34.5% 19.1% 16.4% 4.5% 2.7%

40歳～49歳 185 49.7% 49.2% 21.1% 36.2% 13.0% 17.3% 25.9% 40.0% 14.1% 11.4% 8.1% 5.9%

50歳～59歳 332 49.1% 42.8% 32.8% 50.6% 19.6% 22.0% 26.8% 42.2% 15.7% 14.2% 1.8% 7.5%

60歳～69歳 336 45.2% 42.9% 51.8% 55.1% 20.5% 18.8% 25.0% 41.4% 19.6% 19.6% 4.8% 3.0%

70歳以上 233 30.9% 34.3% 49.8% 54.5% 15.5% 11.2% 14.2% 35.2% 13.3% 10.3% 3.0% 2.1%

年齢×関心のある人権問題（複数回答）

年齢ごとに関心がある人権問題について
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この表に記載の率は無回答を含んだ数値のため、P9、10の率と一致するものではありません。（ｎ＝1,266）



➢ あらぬ噂やプライバシーの侵害等、人権を侵害された内容のほとんどにおいて、「女性（男性）に関する
人権問題」の割合が最も高い。

➢ そのうち、「セクシャルハラスメント」、「社会福祉施設などでの施設職員からの不当な扱い」、 「性
別・社会的身分などによる差別待遇」、 「児童虐待」で７０％を超えている。

人権を侵害された内容ごとに関心がある人権問題

回
答
者

（
人

）

女
性

（
男
性

）

こ
ど
も

高
齢
者

障
が
い
の
あ
る
人

部
落
差
別

（
同
和
問
題

）

外
国
人

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

水
俣
病

ハ
ン
セ
ン
病
回
復
者
と
そ

の
家
族

 
な
い

そ
の
他

全体 1981 61.4% 53.7% 42.2% 53.6% 20.1% 21.0% 29.5% 43.0% 23.4% 21.0% 2.0% 10.6%

あらぬ噂・悪口・かげ口 366 58.5% 48.9% 41.8% 53.0% 19.7% 19.1% 27.0% 40.7% 22.1% 19.1% 2.5% 8.2%

名誉・信用のき損・侮辱 208 60.6% 53.8% 45.7% 48.1% 20.2% 16.8% 26.4% 38.5% 27.4% 26.0% 1.4% 9.1%

警察官などの公務員からの不当な取扱い 85 64.7% 64.7% 47.1% 35.3% 10.6% 14.1% 15.3% 25.9% 40.0% 35.3% 5.9% 10.6%

強要・暴力・強迫 93 59.1% 54.8% 39.8% 55.9% 23.7% 22.6% 34.4% 50.5% 25.8% 21.5% 3.2% 12.9%

人種・信条による差別待遇 57 64.9% 61.4% 50.9% 64.9% 26.3% 29.8% 26.3% 45.6% 26.3% 24.6% 0.0% 12.3%

性別・社会的身分などによる差別待遇 152 73.7% 53.3% 44.7% 61.8% 29.6% 30.3% 42.1% 44.7% 24.3% 21.1% 0.7% 9.2%

地域社会での嫌がらせ 45 51.1% 62.2% 44.4% 60.0% 37.8% 28.9% 26.7% 44.4% 22.2% 22.2% 4.4% 17.8%

学校でのいじめ 197 53.3% 51.8% 36.5% 59.4% 20.8% 21.3% 32.5% 45.7% 21.3% 17.3% 1.0% 9.1%

職場での嫌がらせ 213 58.7% 46.5% 39.0% 55.9% 16.4% 19.7% 28.6% 42.3% 15.0% 14.1% 2.3% 11.7%

使用者による時間外労働の強制や不当な待遇 107 58.9% 59.8% 41.1% 51.4% 15.0% 18.7% 27.1% 44.9% 16.8% 17.8% 2.8% 13.1%

社会福祉施設などでの施設職員からの不当な扱い 27 77.8% 66.7% 51.9% 55.6% 14.8% 11.1% 22.2% 40.7% 48.1% 33.3% 0.0% 11.1%

プライバシーの侵害 110 59.1% 58.2% 45.5% 44.5% 18.2% 20.0% 30.9% 52.7% 27.3% 24.5% 1.8% 10.9%

セクシャルハラスメント 144 79.2% 59.7% 45.1% 54.9% 20.1% 25.7% 39.6% 47.9% 30.6% 27.8% 0.0% 7.6%

配偶者やパートナーからの暴力などのDV 78 61.5% 48.7% 41.0% 50.0% 17.9% 23.1% 28.2% 46.2% 14.1% 15.4% 2.6% 9.0%

児童虐待 30 70.0% 70.0% 36.7% 53.3% 33.3% 23.3% 26.7% 43.3% 23.3% 23.3% 0.0% 16.7%

答えたくない 11 54.5% 36.4% 36.4% 54.5% 18.2% 18.2% 18.2% 18.2% 27.3% 18.2% 0.0% 18.2%

その他 58 44.8% 46.6% 32.8% 55.2% 10.3% 15.5% 19.0% 37.9% 10.3% 10.3% 3.4% 22.4%

人権侵害の内容（複数回答）×関心のある人権問題（複数回答）
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➢ 全体では「学校における人権教育・啓発の取組を充実させる」の割合が最も高い。
➢ 人権侵害の経験の有無に関わらず「学校における人権教育・啓発の取組を充実させる」の割合が最も高い。
➢ 人権侵害の経験のある方が、複数回答を行っている。

人権侵害の経験の有無と必要と考える人権の取組

回
答
者

（
人

）

行
政
に
よ
る
人
権
教
育
・
啓
発
の
取
組
を
充
実
さ
せ
る

学
校
に
お
け
る
人
権
教
育
・
啓
発
の
取
組
を
充
実
さ
せ
る

地
域
に
お
け
る
人
権
教
育
・
啓
発
の
取
組
を
充
実
さ
せ
る

企
業
等
に
お
け
る
人
権
教
育
・
啓
発
の
取
組
を
充
実
さ
せ
る

教
職
員
・
公
務
員
等
の
人
権
意
識
を
向
上
さ
せ
る

人
権
侵
害
に
対
す
る
救
済
・
支
援
を
充
実
さ
せ
る

条
例

（
人
権
意
識
の
高
揚
が
図
ら
れ
る
よ
う
な
条
例
を
定
め

る

（
人
権
尊
重
の
理
念
や
市
民
・
企
業
・
行
政
等
の
責
務
等

を
定
め
る
条
例

）
）

条
例

（
差
別
や
人
権
を
侵
害
し
た
も
の
に
対
し
教
育
や
啓
発

注
意
な
ど
を
す
る
条
例
を
定
め
る

）

条
例

（
差
別
や
人
権
を
侵
害
し
た
も
の
に
対
し
罰
金
等
を
科

す
条
例
を
定
め
る

）

そ
の
他

全体 1266 30.5% 37.2% 26.3% 27.3% 29.0% 22.9% 15.6% 21.6% 17.0% 2.3%

ある 656 34.3% 43.6% 30.8% 35.2% 36.9% 28.4% 21.5% 27.0% 21.8% 3.5%

ない 608 26.5% 30.4% 21.5% 18.8% 20.6% 17.1% 9.2% 16.0% 11.8% 1.0%

無回答 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

自分や身近な方（家族や知人）の人権が侵害された経験の有無
×必要な取組（複数回答）
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（3）

16



17

（3）



18

（3）



19

（3）
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